
“ JTグループならではの価値を創造・
提供することで、ステークホルダー
や地域社会の皆様と、持続的な成長
への歩みを続けてまいります。”

2022年はどのような年だったでしょう。

　2022年は引き続きコロナ禍により社会や消費者行動
が変化する中、ロシア・ウクライナ情勢による国際的な
政治情勢の変化、世界的なインフレーションなど不確実
性の高い1年でした。サステナビリティに関する国内外の
動向は、ロシア・ウクライナ情勢から波及したエネルギー
価格の上昇により、気候変動への対応やESG投資のス
ローダウンを懸念する声が当初はありましたが、サステナ
ビリティの動きを⽌めるには至らず、むしろ社会と企業が
ともに持続的に成長し、共存することの重要性やモメン
タムが高まったことを引き続き実感した1年となりました。
また、企業には、従来の事業計画からサステナビリティの
視点を含めた財務・非財務を統合した包括的な計画を、
ステークホルダーや社会に対して示すことが以前にも増し
て求められています。
　JTグループでは新たにパーパスを策定し、2022年度・
本決算発表において「心の豊かさを、もっと。」というパー
パスを発表しました。このパーパスには「心の豊かな社会
とともにJTグループとして持続的に成長していきたい」と
いう想いが込められています。また、2022年はたばこ事
業の運営体制を一本化した初年度で、運営体制の統合
が確実に進んだ1年となりました。
　JTグループのサステナビリティの取り組みとしては、「マ
テリアリティ」の更新に着⼿し、本レポートにおいて、新マ
テリアリティを公表しました。また、サステナビリティの取
り組みにより一層ドライブをかけるため、2022年の年初

リアリティの総点検を実施しています。
　初回のマテリアリティを策定してから、JTグループを取
り巻く事業環境や社会情勢には大きな変化がありました
ので、社会との共創、ステークホルダーの皆様の意見に
より一層耳を傾けることを常に意識しながら、マテリアリ
ティを更新しました。課題がすべて総入れ替えになったと
いうわけではなく、社会環境や事業環境の変化に伴い「課
題がいくつかのテーマに分かれ、より具体的になったも
の」や「テーマ自体が進化したもの」等がありました。ま
た、「課題として取り組んだ結果、成果が出ているのでマ
トリックスの位置が変わったもの」もありました。これら
がマテリアリティトピックスとして再整理され、今回のマテ
リアリティ分析の結果として表れています。

今回特定したJT	Group	Materiality の特徴につ
いて教えてください。

　どの項目も重要ですが、その中でどのような優先順位
を付け、如何なるものを私たちJTグループにとっての重
要課題とするか、色々と検討を重ねました。特定のとあ
る一つの項目の重要度を相対比較した上で特定すること
も然りですが、その一つの項目をもってして、その先にある
“大切なこと”をいわば克服できるようなシンプルなもの
でもない。自然界や社会、一人ひとりの暮らし、すべて
が同じ生態系の中で複雑につながっているから、シンプ
ルにどれとどれ、と抽出するのではなく、大きな括りやつ
ながりの近しいものの括り、として5つに特定することとし
ました。小さいことかもしれませんが、これもひとつ、JT
グループらしい特定の仕方だと考えます。ここに一つひ
とつ、このセットした課題自体が私たちJTグループらしい
ものとなっているか、あるいは、その課題解決の進め方に
JTグループらしさが期待できるか、という点検を繰り返
し、その上で、その課題にどう向き合うかというコミットメ
ントをお示ししました。
　加えて、この５つのマテリアリティには通底するものがあ
ります。私なりに言えば、“People	first”。人権でもあり、
自然や社会と人のつながりでもあります。人が自然や社
会とつながることで活かされる、生かされることは当たり
前であり、その当たり前を侵害するようなことがあっては

にＪＴグループ環境計画2030を更新し、温室効果ガス
削減目標をより意欲的な計画へ進化させ、2050年まで
にバリューチェーン全体で温室効果ガス排出量をネットゼ
ロにすることを発表しています。
　加えて、JTグループの持続的な成長は、社会との共
存とともにあるとの考えのもと、世界各地において地域
社会をサポートするため、さまざまな支援を実施しました。
先般トルコで発生した地震に対する支援やロシア・ウクラ
イナ情勢については、引き続きJTグループの従業員とそ
の家族の安全を最優先としつつ、ウクライナで困難に直
面されている方々に対して可能な限りのサポートを実施し
ています。

新マテリアリティについて、初回のマテリアリティ
との比較を含めて教えてください。

　初回マテリアリティ分析を実施したのは2015年でした
が、当時は「サステナビリティ」に対する社内外の感度が
まだ初期の段階にあり、我々としてもマテリアリティの特
定は初めての試みでした。さまざまな試行錯誤や難しさ
があり、結果として事業側の声をマテリアリティに⼗分に
反映できなかったのでは、という反省点がありました。今
回はサステナビリティと事業といった観点から、事業戦略
との接続、特に事業ドリブンな課題の取り込みをより意
識しました。また、JTグループのパーパスを発表し我々
の事業の在り方についての転換期にあることを踏まえて、
「JTグループらしさ」といった点に改めて立ち返り、マテ

ならない。これは如何なる重要課題に向き合うにせよ、
通底するもの、換言すれば前提としています。かかる背
景や想いがあるということを認識いただいた上で、今般
特定した５つのマテリアリティをご覧ください。

2023年以降の課題について教えてください。

　マテリアリティは更新して終わりではなく、この後に戦略
への落とし込み、具体的な取り組みや目標の策定といった
要となるプロセスが続きます。JTグループ全体としては、
引き続きＪＴグループ環境計画2030のモニタリングと推
進、ステークホルダーとの継続的なエンゲージメント、人
権デュー・ディリジェンスのさらなる進化や地域社会への
貢献を通じて、社会関係資本の知見を蓄積していくこと
に取り組んでまいります。また、JTグループの各事業に
おけるサステナビリティの取り組みについては、取り組み
目標の設定や取り組み推進、進捗のモニタリングと報告
に向けて、それぞれの事業をしっかりと支援していきます。
　欧州からスタートしたサステナビリティ情報に関する規
制の流れは、グローバルな動きへ進んでおり、欧州・米
国・日本、それぞれの国や地域でサステナビリティ情報に
関する開示規制が検討され、適用への準備が進んでいま
す。今回特定した5つのマテリアリティに含まれています
が、例えば日本では環境の側面では特に「気候変動」、社
会の側面では「人的資本」に開示規制の焦点があたって
います。JTグループでは“人財の多様性こそ、競争力の
源泉である”という認識のもと、多様性を尊重する企業
文化の創造に引き続き取り組んでいきます。また、環境
への負荷軽減に関しては、気候変動、自然保全やサステ
ナブルな製品作りに今後も取り組むとともに、生物多様
性等の次なるサステナビリティのテーマについても、注視
をしてまいります。
　フレームワークを整備する側、評価する側もしくは評価
される側と、さまざまな方面でのサステナビリティの知見
と実績の積み上げが求められる時代に向かっています。Ｊ
Ｔグループならではの価値を創造・提供することで、ス
テークホルダーや地域社会の皆様と、持続的な成長への
歩みを続けてまいります。
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